
片瀬山４丁目地区建築協定書

（目 的）

第 １ 条 この協定は、建築基準法及び藤沢市建築協定条例に基づき本協定

第６条に定める区域内（以下「協定区域」という。）における建築物の敷

地・用途・形態等に関する基準を協定し、住宅地としての環境を高度に維

持増進することを目的とする。

（用語の定義）

第 ２ 条 この協定における用語の定義は、建築基準法及び建築基準法施行

令によるものとする。

（名 称）

第 ３ 条 この協定は、片瀬山４丁目地区建築協定と称する。

（協定の締結）

第 ４ 条 この協定は、協定区域内の土地の所有者並びに建築物の所有を目

的とする地上権者、及び賃借権者（以下「土地所有者権等」という。）全

員（協定者）の合意により締結する。

（協定の変更並びに廃止）

第 ５ 条 この協定に係わる協定区域、建築物若しくは建築物の敷地に関す

る基準、有効期間又は協定違反があった場合の措置についての変更は、こ

の協定を締結している者（以下「協定者」という。）全員の合意によらな

ければならない。

２ この協定を廃止については、協定者の過半数の合意によらなければな

らない。

（協定の区域）

第 ６ 条 この協定の区域は、次のとおりとする。ただし、道路その他の公

共用地の部分は除く。

藤沢市片瀬山４丁目のうち別紙に表示する地区とする。

（建築物の制限事項）

第 ７ 条 前条に定める区域内の建築物の用途・形態並びに建築物の敷地の
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地盤面の高さは、次の各号に定める基準によらなければならない。

(１) 建築物の用途は次の①、②とする。

① 一戸建の専用住宅とし、共同住宅、長屋は、これを建築すること

はできない。ただし、１親等以内の親族による複数世帯の共同住宅

等で第１２条に定める委員会が第１条に定める目的に反しないと認

めたものはこの限りでない。

② 医院兼用住宅又は事務所兼用住宅は第１２条に定める委員会が第

１条に定める目的に反しないと認めたものに限る。

(２) 建築物の階数は、地階を除き２以下であること。

(３) 建築物の高さ（最も高い部分をいう。）は、地盤面から９ｍ以下、

軒の高さは地盤面から６．５ｍ以下とすること。

(４) 建物敷地の地盤面の高さは、現況地盤面の高さを超えないこと（「現

況地盤面」とは三井不動産株式会社が分譲したときの状態）。

(５) 造園のために敷地の一部にする盛土は現況地盤面から５０㎝の高さ

を越えないもの。

（有効期間）

第 ８ 条 この協定の有効期間は、藤沢市長の認可のあった日から１０年と

する。期間満了前に協定者の過半数の申し出がなければさらに１０年延長

されるものとし、事後も同様とする。

（権利義務の継承）

第 ９ 条 この協定は、藤沢市長の認可公告のあった日以後において、当該

建築協定区域内の土地建物等について、新たに権利権限を有するに至った

者（土地所有権者等）に対しても、その効力が及ぶものとする。

（違反者に対する措置）

第１０条 第７条の規定に違反した建築物又は建築物の敷地のあった場合に

は、第１４条に定める委員長は、委員会の決定に基づいて当該工事の停止

を請求し、かつ文書をもって相当の猶予期間を付して、当該違反を是正す

るための必要な措置をとることを請求するものとする。



２ 前項の請求があった場合には、請求を受けた所有権者等はただちにこ

れに従わなければならない。

（建築物等の変更の届出）

第１１条 土地所有者等は、協定を遵守するため建築物（付属建築物を含む）

の新築・増築等を行う場合は事前に委員長に届け出なければならない。

（委員会）

第１２条 この協定に運営に関する事項を処理するため、委員会を設置する。

２ 委員会は、自治会において選出された委員若干名をもって組織する。

３ 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は前任者の残任

期間とする。

４ 委員は、再任することができる。

（経 費）

第１３条 委員会の諸経費は自治会よりの補給金により支弁する。

（役 員）

第１４条 委員会に次の役員を置く。

委員長 １名

副委員長 １名

委 員 若干名

会 計 １名

２ 委員長は、委員の互選とし、協定運営のための事務を総括し、協定者

を代表する。

（委員の除斥）

第１５条 委員は自己又は３親等内の親族の利害に関係ある事件についての

委員会の議事及び事務に関与することができない。

附 則

１ 本協定は、藤沢市長の認可公告のあった日から効力を発する。

２ 本協定は２部を作成し、１部を藤沢市長に提出し、１部を委員会が保

管をし、その写しを協定者全員に配布する。


